生活保護改革の動向とワークフェア
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１．研 究 目 的
　本研究の目的は、近年の生活保護改革の動向がワークフェア的な方向で進展しつつあることを示すとともに、ニューヨーク市の福祉改革が示唆するワークフェアの日本への政策的含意を明らかにすることである。

ワークフェアは、アメリカの福祉改革の方向性を特徴付けるものであり、就労可能な公的扶助受給者に受給条件として労働を義務付ける政策を指す。アメリカでは、受給者が急増した1960年代後半以降、就労可能な者が長期にわたって福祉を受給することは「福祉依存」として問題視され、受給者を職に就かせ「自立」させることで福祉さらには貧困からの脱却が目指され、1996年には抜本的な制度変更が行われるに至った。
　これに対して日本では、バブル経済崩壊後の不況と雇用情勢の悪化などによって生活保護の受給者数は1990年代後半から増加し、2003年に「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」が厚生労働省に設置されて以降、生活保護の抜本的な見直し議論が本格化している。
２．研究の視点および方法
　近年の日本の生活保護行政は、第三次適正化（保護抑制）の新局面を迎えたといわれる。すなわち「適正化」によって保護費の削減を目指すことで国と地方の利害が一致し、2006年の「生活保護行政を適正に運営するための手引について」等の通知を受けて、地方自治体の側から「適正化」のアイディアが積極的に提案されるようになった。このようななかで、就労可能な受給者の受給期限を5年に限定するというアイディアや、就労可能であるが就労困難な受給者に労働の義務を履行させるというアイディアが、アメリカの福祉改革を参照しながら、地方自治体の側から提案されている。
　本研究は、日本において生活保護の見直し議論が本格化する前の2001年に、石原都政下の東京都がニューヨーク市の福祉改革に着目していた報告書に留意しがら、地方自治体の側から提案される改革案を概観することによって、近年の改革議論がワークフェア的な方向に進んでいることを示す。他方で、ワークフェアの典型例といわれるジュリアーニ市政下のニューヨーク市の福祉改革を分析することによって、日本の生活保護改革議論への含意を明らかにする。
３．倫理的配慮
本研究は、文献研究に基づいた発表なので基本的には該当しない。また、本研究は、共同研究ではなく、筆者の独立した研究であるので、手続き的にも全て妥当なものであることを付記しておく。
４．研 究 結 果
　2001年に石原都政下の東京都によって刊行された報告書から、福祉は「入口」をできる限り就労不可能な者に限定する一方で、就労可能な受給者には「自立支援」を行い「出口」を機能させることで、受給者数ならびに費用を節減できるという、生活保護改革についての当局の認識を確認できる。その後受給者数が増加し、2006年には、全国知事会・全国市長会の「新たなセーフティネットの提案」によって、ワークフェア的なアイディアが提案されるようになった。同案で、受給期限の設置によって生活保護の「入口」の限定が明確化されたのに対して、「出口」を機能させるための就労支援プログラムは、まだ不明瞭な部分が多かった。
　しかし、2010年1月に大阪市長によって、就労可能な受給者に対して「放置自転車撤去などの仕事」を提供する一方で、一定期間内に市の仕事も就職活動もしない場合は保護を打ち切る「有期保護」の導入を検討中であることが明らかにされた。大阪市の提案を実現させるためには生活保護法の改正が必要であるが、同年10月には、大阪市が中心となって指定都市市長会から生活保護法の抜本改正案が提起された。同案では就労可能な受給者にボランティア活動への参加を要請するなど、近年の就労可能な受給者の急増を受けて、就労支援プログラムがワークフェア的な要素を強めながら具体化し始めている。

　他方で、ニューヨーク市はかつて全米の約一割に匹敵する福祉受給者を抱えていたが、ジュリアーニ市政下の福祉改革によってワークフェアについてのニューヨーク・システムとでも呼ぶべきものが成立し、受給者数は大幅に減少した。しかし、同市の貧困者や失業者は、ワークフェア・プログラムを通して公的扶助の申請を抑制される一方で、申請が承認され受給者になった場合には、プログラムを通して業績ベースの民間委託によって雇用能力の強弱で選別され、雇用能力の高い受給者に有利な雇用サービスが展開されることになった。その結果、雇用能力の低い受給者は、公的扶助の受給を保持するために隷属的な活動に従事して労働義務を果たすべくプログラムに滞留するか、プログラムを忌避して低賃金の不安定な職に就くか、職に就けず隷属的な活動に従事することも拒否して受給資格を剥奪され公的扶助から排除されるようになった（小林2007）。
　アメリカの合衆国憲法では生存権が認められていない。だが1960年代の公民権運動の隆盛を通して憲法の保障した権利の適用が求められるとともに、福祉権運動の進展によって、「生存権の実質的保障のための手段」として公的扶助についての裁判闘争が行われた。その結果、AFDC/TANFの捕捉率は、1981年から1996年にかけて77％から86％の高水準となったが、1996年の福祉改革以降急減し、2004年には42％になった。
アメリカにおいて生存権を実質的に保障しようとした福祉権運動の進展とワークフェアの発生は同時代の出来事であったが、それは偶然ではない。ワークフェアは、既存の福祉（welfare）に労働（work）を結び付ける、あるいはその結びつきを強化することによって、福祉制度さらには福祉国家を改革するための言葉であり、労働の義務を持ち込むことによって福祉の権利やそれを求める運動を封じ込めるための言葉といえる。日本の生活保護改革が、受給者数の減少、さらには費用の節減に着目して、アメリカの福祉改革を参照しながらワークフェア的な方向へ進むのであれば、それは生存権を掘り崩していくことを意味するのではないだろうか。
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